
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

      平成23年３月期の第２四半期及び期末の配当予想額については未定です。  

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  480  129.1  20  294.2  14  －  13  867.3

22年３月期第１四半期  209  16.8  5  －  0  △100.0  1  △98.5

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  329  98  －  －

22年３月期第１四半期  34  12  －  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

 23年３月期第１四半期  1,296  464  35.8  11,202  16

 22年３月期  1,311  451  34.3  10,872  17

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 464百万円 22年３月期 451百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －  －  0 00 － － 0 00  0  00

23年３月期  －  －

23年３月期（予想）  － － － － － －  －  －

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  800  79.3  32  76.4  24  186.2  20  134.0  482  05

通期  1,600  57.5  64  50.8  48  146.9  40  166.4  964  11



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．４「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規    ― 社 （       ― ） 、除外     ― 社  （        ― ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連

結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

・配当金につきまして、当社は「企業体質の強化及び将来の事業展開のための内部留保を行いつつ、安定的に株主へ

利益還元する」ことを配当の基本方針とし経営の最重要政策の一つと位置づけております。今後とも企業価値の継続

的な向上を目指すとともに、株主の皆様の利益を長期的に確保していきたいと考えておりますが、配当実施につきま

しては財政状態、利益水準等を総合的に勘案して決定することとしております。平成23年３月期の第２四半期及び期

末の配当予想額は、現時点では未定であり、決定しだい速やかに開示いたします。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 41,489株 22年３月期 41,489株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 0株 22年３月期 0株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 41,489株 22年３月期１Ｑ 41,489株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の緩やかな増加や生産の持ち直しなど、企業の景況感は

改善傾向にありました。しかしながら、欧州をはじめとする世界景気の先行き懸念が強まり、円高やデフレの影響

等、不透明な状況にあるとともに、完全失業率や有効求人倍率が再び悪化に転じるなど、依然として厳しい状況に

ありました。 

 このような状況のもと、当社グループは収益構造の強化を目的とし、各事業部門の利益確保を意識して事業を進

めグループ全体の業績向上を目指してまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高480,571千円（前年同四半期比129.1％増）となり、営業

利益20,948千円（前年同四半期比294.2％増）、経常利益14,961千円（前年同四半期比1,473.4％増）、四半期純利

益13,690千円（前年同四半期比867.3％増）となり、前年同四半期に比べ好調に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりとなりました。 

（ソフトウェア事業） 

 景気回復の遅れから、売上を伸ばすまでには至りませんでしたが、顧客へのサービスを充実させるため、従来よ

り取り組んでおりますパッケージソフトの操作指導（スクール）やサポートセンターによる既存ユーザーへの電話

での操作指導やバージョンアップ案内等の保守関連サービスにも引き続き注力するとともに、徹底したコスト管理

を行い、費用対効果を念頭に置いた経営を行うことにより、売上高26,549千円（前年同四半期比13.0％減）、営業

利益6,718千円（前年同四半期比53.3％増）となりました。 

（不動産事業） 

 前連結会計年度より開始しました不動産ファンドやデベロッパーを対象とした土地・建物の仕入から設計、不動

産媒介業、ならびに競売物件の落札事業が順調に推移し不動産事業の売上高は225,571千円、営業利益は25,783千

円を計上することができました。 

 なお前連結会計年度まで不動産事業に含めておりましたマンション管理事業につきましては、報告セグメントと

しての重要性が増しましたので、当第１四半期連結会計期間よりセグメントを追加しております。 

（マンション管理事業） 

 前連結会計年度末に新たに株式会社クロスコミュニティを子会社として加えたことにより、管理棟数236棟、総

管理戸数10,967戸となり企業基盤の強化を図ることができました。当第１四半期連結会計期間においては、更なる

企業価値の向上を目指し、営業面、管理面の強化を図る目的で業界最大手の「株式会社大京アステージ」と業務提

携を行いました。今後も企業基盤の強化と、新たな管理物件の獲得を目指してまいります。そのような状況のも

と、マンション管理事業の売上高は224,291千円（前年同四半期比28.0％増）、営業損失601千円（前年同四半期比

39.0％減）となりました。 

 なおマンション管理事業は、前第１四半期連結会計期間のセグメントでは不動産事業に含めておりましたので、

四半期の比較は、前第１四半期連結会計期間に計上された不動産事業の業績と比較しております。 

（ファイナンス事業） 

 法人向け不動産担保貸付を主とした貸金業のため、当年６月18日施行の改正貸金業法の業績への影響を受けるこ

となく、売上高4,542千円（前年同四半期比143.8％増）、営業利益2,954千円（前年同四半期は652千円の営業損

失）を計上することができました。 

（その他の事業） 

 子会社が増えたことによる経営指導料や業務委託手数料等の収益増加により、当第１四半期連結会計期間の売上

高は41,356千円（前年同四半期比23.1％増）となりましたが、組織体制の変更に伴う販売費及び一般管理費の増加

があり、営業利益3,013千円（前年同四半期比80.3％減）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間における資産の残高の内訳は、流動資産が741,513千円（前連結会計年度末比1.1％

増）、固定資産が555,365千円（前連結会計年度末比3.9％減）となり総資産では1,296,878千円（前連結会計年度

末比1.1％減）となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（負債）  

 当第１四半期連結会計期間における負債の残高の内訳は、流動負債が491,946千円（前連結会計年度末比5.6％

減）、固定負債が340,165千円（前連結会計年度末比0.2％増）であります。この内、流動負債の増減の主なもの

は、１年内返済予定長期借入金が28,460千円増加する一方、短期借入金が33,108千円、１年内償還予定社債が

30,000千円各々減少したことによります。 

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間における純資産の残高は464,766千円（前連結会計年度末比3.0％増）となり13,690千

円増加いたしました。 

 これは四半期純利益として13,690千円を計上したことによります。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は245,416千円（前年同四半

期254,307千円）となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、取得した資金は66,193千円となりました。これは、主に税金等調整前四半期純利益14,961千円

の計上、減価償却費5,241千円の計上、のれん償却額17,308千円の計上などによるものであります。 

（投資活動によるキュッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は1,621千円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出970千

円、無形固定資産の取得による支出681千円などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果、使用した資金は28,749千円となりました。これは、主に長期借入金の借入実行による収入

35,317千円があったものの、短期借入金の返済による支出33,108千円、社債償還による支出30,000千円などによる

ものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間の連結業績は、概ね計画どおり推移しており、平成22年５月13日に公表しました平成

23年３月期の連結業績予想に変更はありません。 

  



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 （表示方法の変更） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社は前連結会計年度末における「継続企業の前提に関する重要事象等」につきまして、前連結会計年度より開

始した不動産事業部門における競売落札事業の拡大に伴う資金需要が増加したため、営業キャッシュ・フローが継

続的にマイナスとなっている事から継続企業の前提に関する重要事象が存在している旨の記載をしておりました。

また、同件に関しては、次期連結会計年度においても不動産事業の拡大を図り収益拡大を実現することにより、営

業キャッシュフローの改善は十分見込めるものであり、継続企業の前提に関する重要な不確実性は存在しないとし

ておりました。 

 当第１四半期連結会計期間では、落札販売用不動産も一定水準に達しており、更なる資金需要は見込まれない事

から、営業キャッシュ・フローがプラスに転じております。 

 この結果、業績の回復傾向が鮮明になったことから、当第１四半期連結会計期間においては、継続企業の前提に

関する重要事象または状況は解消されたものと判断し、当該記載を行わないことといたしました。  

２．その他の情報

１．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地

棚卸を実施せず、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として、

合理的な方法により算出する方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  減価償却費の算出は、年間償却予定額を期間按分する方法によ

っております。 



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 245,416 209,594

受取手形及び売掛金 79,097 82,375

販売用不動産 268,056 244,870

原材料及び貯蔵品 1,563 1,620

短期貸付金 43,380 43,523

その他 104,144 151,923

貸倒引当金 △145 △269

流動資産合計 741,513 733,637

固定資産   

有形固定資産 209,475 205,300

無形固定資産   

のれん 209,190 226,498

その他 11,239 20,523

無形固定資産合計 220,430 247,021

投資その他の資産   

投資有価証券 100,120 100,120

その他 25,865 25,610

貸倒引当金 △525 －

投資その他の資産合計 125,460 125,730

固定資産合計 555,365 578,052

資産合計 1,296,878 1,311,690

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,571 24,353

短期借入金 287,728 320,837

1年内返済予定の長期借入金 100,372 71,912

1年内償還予定の社債 － 30,000

未払法人税等 1,043 3,098

賞与引当金 7,619 3,809

その他 71,610 67,180

流動負債合計 491,946 521,190

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 213,345 206,488

その他 26,820 32,935

固定負債合計 340,165 339,423

負債合計 832,112 860,614

純資産の部   

株主資本   

資本金 436,034 436,034

利益剰余金 28,732 15,041

株主資本合計 464,766 451,075

純資産合計 464,766 451,075

負債純資産合計 1,296,878 1,311,690



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 209,772 480,571

売上原価 131,699 352,292

売上総利益 78,072 128,278

販売費及び一般管理費 72,757 107,329

営業利益 5,314 20,948

営業外収益   

受取利息 4 －

受取配当金 － 16

助成金収入 200 －

その他 29 435

営業外収益合計 233 451

営業外費用   

支払利息 3,252 6,157

支払手数料 325 －

過年度消費税等 959 －

その他 60 281

営業外費用合計 4,596 6,439

経常利益 950 14,961

特別利益   

前期損益修正益 756 －

特別利益合計 756 －

税金等調整前四半期純利益 1,706 14,961

法人税、住民税及び事業税 291 1,270

法人税等合計 291 1,270

少数株主損益調整前四半期純利益 － 13,690

少数株主利益 － －

四半期純利益 1,415 13,690



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,706 14,961

減価償却費 5,286 5,241

のれん償却額 13,286 17,308

賞与引当金の増減額（△は減少） － 3,809

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 401

受取利息及び受取配当金 △4 △16

支払利息 3,252 6,157

売上債権の増減額（△は増加） 3,979 3,278

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,125 △21,610

仕入債務の増減額（△は減少） △3,355 △781

仮払金の増減額（△は増加） △43,960 66,680

差入保証金の増減額（△は増加） － △51,237

貸付金の増減額（△は増加） △50,000 142

未払消費税等の増減額（△は減少） △900 1,896

その他 1,745 27,342

小計 △61,840 73,574

利息及び配当金の受取額 4 16

利息の支払額 △3,252 △6,653

法人税等の支払額 △6,109 △743

法人税等の還付額 844 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △70,353 66,193

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,430 △970

無形固定資産の取得による支出 △1,489 △681

敷金及び保証金の回収による収入 1,512 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,407 △1,621

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 － △33,108

長期借入れによる収入 － 35,317

長期借入金の返済による支出 △14,754 －

社債の発行による収入 120,000 －

社債の償還による支出 － △30,000

リース債務の増加による収入 10,741 －

リース債務の返済による支出 △784 △784

割賦債務の返済による支出 △173 △173

財務活動によるキャッシュ・フロー 115,028 △28,749

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 34,267 35,822

現金及び現金同等物の期首残高 220,040 209,594

現金及び現金同等物の四半期末残高 254,307 245,416



 該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】   

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

  事業は、製品の系列により区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

ソフトウェア事業：業務用パッケージソフトウェアの企画・開発・販売・保守及び受 

注によるシステムならびにそれに類するものの開発 

不動産事業：不動産媒介及び分譲マンションの管理 

ファイナンス事業：法人向け不動産担保ローン等による貸付業務 

その他の事業：子会社に対する経営指導、フィービジネス事業等 

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、該当事項はありません。 

【海外売上高】  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がありませんので、該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
ソフトウェア 

事業 
（千円） 

不動産事業 
（千円） 

ファイナンス
事業  

（千円） 

その他の 
事業  

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対

する売上高 
 30,528  175,265  1,863  2,114  209,772        209,772

(2）セグメント間

の内部売上高又

は振替高 

 －  －  －  31,482  31,482  (△31,482)  －

計  30,528  175,265  1,863  33,596  241,254  (△31,482)  209,772

営業利益又は営業損

失(△) 
 4,382  △432  △652  15,303  18,601  △13,286  5,314



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。  

 当社グループは、ソフトウェア事業、不動産事業、マンション管理事業、ファイナンス事業、及びその他の事業

を報告セグメントとしております。  

 ソフトウェア事業は、業務用パッケージソフトウェアの企画・開発・販売・保守及び受注によるシステムならび

にそれに類するものの開発を行っております。 

 不動産事業は、不動産ファンドやデベロッパーを対象とした土地・建物等の仕入から設計、不動産媒介業ならび

に競売物件の落札事業を行っております。 

 マンション管理事業は、主に分譲マンションの管理事業を行っております。 

 ファイナンス事業は、法人向けの不動産担保ローン等の貸付業務を行っております。 

 その他の事業は、子会社に対する経営指導及びフィービジネス事業を行っております。  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月1日 至 平成22年６月30日） 

                                            （単位：千円） 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

                                （単位：千円） 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。  

 該当事項はありません。  

  

  

  
ソフトウェア 

事業 
不動産事業

マンション管理

事業 
ファイナンス 

事業  
その他の事業 合計

売上高                                    

外部顧客に対する売上高  26,549  225,571  222,955  4,429  1,066  480,571

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  1,336  113  40,290  41,739

計  26,549  225,571  224,291  4,542  41,356  522,311

セグメント利益  6,718  25,783  △601  2,954  3,013  37,868

利益  金額

報告セグメント計  37,868

のれんの消却額  △17,308

その他の調整額  388

四半期連結損益計算書の営業利益  20,948

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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